
 

 

実践レポート 

栄養教諭を中心とした、チームで取り組む食育推進について  

～今後につなげる、コロナ禍での食育の推進～ 

 

                              高松市立仏生山小学校 

                              栄養教諭 下岡 純子 

 

１ はじめに 

   新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、令和元年度末から約３か月間、臨時休業 

となった。学校再開後、感染対策のため様々な制約がある中で、本校では「ピンチはチ 

ャンス」を合言葉に、持続可能な社会を創る担い手の育成を目標として、教育活動を再 

開することとなった。コロナ禍の中、「食」は生きるために欠かせないものであること 

を再認識し、子どもたちが今後どのような状況下に置かれたとしても、心身ともに健康 

で乗り越えていくために、「食育」がこれまで以上に重要と考えた。新たな日常の中で 

栄養教諭を中心に学校内外で連携して、これまでの方法を見直しながら、「今だからで 

きる」食育の推進に取り組んだ。 

 

２ 実践の内容・方法 

（１）感染対策を踏まえた、新しい給食と食育指導の在り方 

   学校再開に先立ち、文部科学省から「新型コロナウイルス感染症に対応した学校再開

ガイドライン（令和２年３月２４日付 ）」 が示された。この内容を踏まえ、給食につい

ては栄養教諭が中心となってそれまでの一つ一つの流れについて再点検を行い、具体的

な指導方法を検討した。前向きの座席配置や、静かに食べる黙食に加え、消毒方法や新

しい配膳・おかわり・挨拶・片づけの方法、マスク着脱のタイミング、返却ルートなど

について、実態に応じた具体的な内容を何度も検討して、新たなマニュアルを作成した。

臨時休業中の職員会で共通理解を十分行い、児童が新しい給食の流れを理解しやすいよ

う、また教員が指導しやすいようにスライド資料を作成し、学校再開初日のテレビ朝会

で放送した。調理実習や食育の指導の在り方についても、栄養教諭と各学年団とで十分

協議を行い、感染対策を講じつつ、食育の指導が「新しい生活様式」の中で継続できる

ように工夫した。 

（２）臨時休業中の、家庭と連携した食育推進の工夫 

  臨時休業期間が長くなる中、家庭での食事内容や生活リズムの乱れが心配された。そ

こで、学校ホームページを活用し、児童が簡単に作ることができるメニューや、給食で

好評なメニューを、食育だより臨時号として、家庭へ発信することにした。臨時休業中

に心配された野菜の摂取不足の改善を念頭に、好評な給食メニューを家庭で作りやすい

ようにレシピを見直し、新たに写真を撮影して掲載するようにした。また、前年度に実

施した食生活アンケート等の結果から、特に朝食の内容に課題が見受けられたため、改

善に向けた家庭への情報発信も併せて行った。臨時休業中に、おおよそ１週間に１回の

ペースで学校ホームページの更新とメールによるお知らせを行い、学校と家庭をつなぐ

ことができるようにした。 

 さらに、前年度に調理実習を経験している６年生については、１学期当初に家庭科で



 

 

学習予定であった朝食についての課題を学級担任と連携して作成し、臨時休業中に朝食

メニューの調理を行うようにした。家庭の協力を得て、児童が自分で調理を行い、朝食

内容の改善にもつなげられるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学校全体の課題解決に向けた食品ロスを減らす児童主体の取組 

 約３か月に及ぶ臨時休業による児童の生活リズムの変化や、活動量の低下などに伴い、

臨時休業明けは、給食の残菜が著しく増加する状況となった。この状況を改善するため

の方法を考えていたところ、問題意識をもった給食委員会の児童からも、全校生に現状

を伝えて残菜を減らしていきたいという声が出るようになった。そこで、委員会活動の

時間に話し合いを行い、給食委員会の児童から給食時間に呼びかけの放送を行ったり、

給食場前に毎日の残菜の写真を掲示して現状を可視化したりして、全校生に呼びかけを

行った。 

 給食訪問時の様子や教員の情報から、感染対策のために量の調節が以前に比べて難し

くなっていること、時間が来たら残してもよいという雰囲気になっていることなどが、

残菜の増加につながっていると考えられた。現状改善に向け、栄養教諭から、個に応じ

た量に配膳すること、食事時間の確保などについて、職員会で提案を行った。また、残

菜が少ない学級の担任から、そのクラスの工夫を紹介してもらうよう依頼し、学校全体

で食品ロス削減に取り組むよう働きかけた。さらに給食場では、毎日の学級の残菜量を

もとに、学級別に配缶量の調整も行った。栄養教諭からも、食事作りに関わる人への感

謝、いろいろな食品を摂ることや様々な味を体験する重要性、食品ロス削減などの視点

で放送を行い、それぞれの学級で改善に向けて考えてほしいと呼びかけた。家庭に向け

ても、学校での取組を食育だよりで知らせ、啓発を行った。 

家庭啓発のために毎月発行している食育だより。臨時休業明けに６年生の朝食

メニューの調理実践について紹介した。 



 

 

  この結果、給食の残菜が減少し、学校再開直後は１日３０ｋｇ以上出ていた残菜も、

２年度末はほぼゼロに近い状況にまで改善した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）実態をもとにした、コロナ禍での食育の実践 

   実態把握のため、毎年本校独自に実施している食生活アンケートの結果、本校の児童

は、朝食の内容や、調理・食事のお手伝いの経験不足が課題であることが明らかになっ

た。コロナ禍で学校での通常の調理実習や食の体験活動の実施が難しい中であっても、

これらの課題を解決することは、子どもたちの生きる力を育むために大変重要であると

考え、今できる食育の在り方について考えた。 

   まず、朝食内容の改善については、前述の６年生の家庭科における家庭での実践の他、

食育だよりで本校の実態を保護者に知らせ、野菜をとるための工夫や、朝食レシピを掲

載して、改善を呼びかけた。また、全校生におすすめ朝食レシピを募集し、応募作品を

掲示したり、食育だよりで紹介したりして、啓発を行った。さらに、養護教諭や生徒指

導担当教諭と協力して、これまで分掌ごとに別々に提案して実施していた生活チェック

を「スマートメディア・早寝・早起き・朝ごはん」として一つにまとめ、より一体的・

効果的に実践できるように工夫した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

取組前の残菜 呼びか け後の残菜 ２年度末の残菜 

課題である朝食内容の改善に向けて 

給食委員会で話し合いを行い、児童

主体で朝食メニューコンテストの企

画・作品の審査などを行った。 

コ ン テ ス ト の 実 施 に つ い て 、 全 校

生 に オ ン ラ イ ン で 呼 び か け た 。 

朝 食 に 取 り 入 れ や す い メ ニ ュ ー

を 、 給 食 委 員 会 全 員 で 選 ん だ 。 



 

 

調理や食事作りのお手伝いといった、大切な「食」の学びの場を保障することも課題

であり、コロナ禍でも可能な家庭での実践へとつなげるための学校での取組を模索した。

家庭科では、栄養教諭による調理のデモンストレーションを実施し、児童が実際に体験

できる場を、学習の中に位置づけた。学校では、ゆで時間による食材の変化についての

実験や、だしあり・なしのみそ汁の飲み比べなど、児童が体験をもとに学びを深められ

る工夫を行い、家庭実践につなげることができた。また、児童が家庭で弁当作りを行う

「マイ・ランチの日」を秋の校外学習の日に実施し、学年別に目標を設定して、児童が

主体的に取り組むことができるようにした。 

 

３ 実践の成果 

  コロナ禍の中で、チーム学校として模索し取り組んだ「今だからできる」食育に関す 

る成果をまとめると、以下の通りである。 

（１）栄養教諭が中心となり、学校の実態から課題を洗い出し、学校全体で課題解決のた

めに話し合うことで、どの学級でも効果的に食育の指導を行うことができた。 

（２）実態に基づいた家庭への啓発を行うことで、食に関する課題や改善策を家庭と共有

でき、家庭での協力や実践につなげることができた。 

（３）残菜の増加を目の当たりにした給食委員会の児童たちが自ら課題意識をもったこと

で、学校全体での食品ロス削減に向けた取組に発展し、「かがわ食品ロス削減大賞」受

賞につながる成果となった。児童が自分の食べ方を見直す機会となった。 

（４）食生活アンケートの結果、「朝食を毎日摂っている児童」前年度８７％→２年度末

９０％、「給食が好きな児童」９３％→９６％、「食事の準備が大変だと思う児童」９

１％→９５％、「いつも元気な児童」６６％→７７％など、食生活が乱れがちなコロナ

禍の中でも改善が見られ、一人一人の食や健康への意識が高まった。 

 

４ 普及させたい取組と期待される効果 

  子どもたちの実態から課題を正確に把握し、改善に向けて学校全体で連携を図ってい

くことが、非常時にあっても重要であり、チームで取り組むことが食育推進のために効

果的であると考えられる。また食の情報発信は、学校と家庭が連携し、家庭での実践に

つなげていく上で大変重要である。さらに、今回行った残菜を減らす取組のように、児

童が主体となって課題を解決するための方法を考えて発信することは、持続可能な社会

の担い手を育成していく上で効果的である。「食」をきっかけとした児童主体の取組を

ぜひ今後も広げていきたい。 

 

５ 課題及び今後の取組の方向 

  新しい日常にあっても対応可能な、実態に基づいた食育のＰＤＣＡサイクルの確立が

課題である。今後の方向性を明確にするため、食育の評価指標を設定し、現状を把握・

評価した上で、新年度の目標や全体計画を見直した。コロナ禍で変更となった内容や反

省も踏まえて、食育を再スタートしたところである。朝食の内容など、まだ十分改善で

きていない課題もあり、児童が主体的に取り組む手立てを考えていきたい。また、これ

からどのような状況になっても、子どもたちの食の学びの場を確保するため、ＩＣＴ活

用の研究も課題である。さらに、他校との連携や情報交換もより一層重要と考えるよう

になり、コロナ禍で定着したオンライン会議システムも活用しながら交流を行っていき

たい。今後も栄養教諭が中心となってチームで食育を推進し、今回得られた連携体制の

在り方を、アフターコロナでも受け継いでいきたいと考えている。 


